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第１節 計画の背景と目的

１ 計画の背景 

平成７年１月１７日に発生した阪神淡路大震災において、現行の建築基準法の構

造基準（以下「現行基準」という。）を満足していない昭和５６年５月以前に建築

された建築物において倒壊などの被害が多く発生し、多数の死傷者が生じたことを

契機として、これらの建築物を現行基準と同等の耐震性能とすることを目的として、

平成７年１０月に「建築物の耐震改修の促進に関する法律」（以下「耐震改修促進

法」という。）が制定された。

その後、新潟県中越地震（平成１６年１０月）、福岡県西方沖地震（平成１７年

３月）及び岩手・宮城内陸地震（平成２０年６月）など大地震が発生しており、特

に東日本大震災（平成２３年３月）は、これまでの想定をはるかに超える巨大な地

震・津波により、甚大な被害をもたらした。このように、大地震はいつどこで発生

してもおかしくない状況にある。

また、東海地震、東南海・南海地震等の大規模地震発生の切迫性が予測され、ひ

とたび地震が発生すると被害は甚大なものと想定されており、特に、南海トラフの

海溝型巨大地震については、東日本大震災を上回る被害が想定されている。

このため、地震による死者数を半減させること等を目的に、建築物の地震に対す

る安全性の向上を一層促進するため、平成２５年５月に耐震改修促進法が改正（平

成２５年１１月施行）された。

こうした中、本市は平成２０年６月に「光市耐震改修促進計画」を策定し耐震化

を進めているが、その後、より一層建築物の耐震化の促進を図るための施策の拡充

や関連計画の修正などがあり、必要な見直しを行うこととした。

２ 計画の目的

「光市耐震改修促進計画」（以下「本計画」という。）は、地震による建築物の

被害及びこれに起因する人命や財産の損失を未然に防止するため、昭和５６年５月

以前に建築された建築物の耐震診断や現行基準を満たしていない建築物の耐震改修

を総合的かつ計画的に進め、本市における建築物の耐震化を促進することを目的と

する。

第１章 計画の基本的事項 
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第２節 計画の位置づけ等 

１ 計画の位置づけ

本計画は、耐震改修促進法第５条第７項により、「建築物の耐震診断及び耐震改

修の促進を図るための基本的な方針」（平成１８年１月２５日 国土交通省告示第

１８４号、以下「基本方針」という。）及び「山口県耐震改修促進計画」（平成１

９年３月 以下「県計画」という。）を踏まえ策定する。

本市における建築物の耐震化促進にあたっては、「光市総合計画 後期基本計画」

及び「光市地域防災計画（震災対策編）」に位置づけされている。（図１） 

図１ 計画の位置づけイメージ 

国の防災戦略 

山口県耐震改修促進計画 

（平成１８年度） 

市の防災計画

建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を

図るための基本的な方針 

光
市
地
域
防
災
計
画

耐震改修促進法 

（計画内容の方針）

建
築
物
の
耐
震
化
促
進

市のまちづくりの指針 

光市総合計画 後期基本計画 
７つの未来創造プロジェクト 

「地域力で災害を防ぐ安全なま
ち創造プロジェクト」 

プロジェクト５ 
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２ 計画期間 

本計画の期間は、平成２０年度から平成２７年度までとする。 

なお、必要に応じて概ね３年ごとに見直しを行うものとする。 

３ 対象地域 

地震による建築物の倒壊等の被害を未然に防止し、市民の生命及び財産を保護す

るという本計画の目的に鑑み、市内全域を計画の対象地域とする。 

４ 耐震化の目標を設定する建築物について 

耐震化の目標を設定する建築物は、住宅並びに多数の者が利用する等の耐震改修

促進法第１４条第１項各号に掲げる規模及び用途の建築物（以下「多数の者が利用

する建築物等」という。（表１））とする。（図２）

図２ 対象建築物のイメージ 

本計画の対象となる建築物 

        本計画の対象とならない建築物 

住 宅 
多数の者が利用する建

築物等（表１） 

市内の建築物全体 
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表１ 多数の者が利用する建築物等 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第１４条第１項第１～３号に掲げる用途・規模 

種別 用  途 規模要件 

法
第
１
４
条
１
号

学校 

小学校､中学校､中等教育学校の前期課程、盲学校、聾学校又は

養護学校 

階数２以上かつ１,０００㎡以上 

＊ 屋内運動場の面積を含む。 

上記以外の学校 階数３以上かつ１,０００㎡以上 

体育館（一般公共の用に供されるもの） 階数１以上かつ１,０００㎡以上 

ボウリング場、スケート場、水泳場その他これらに類する運動施設 

階数３以上かつ１,０００㎡以上 

病院、診療所 

劇場、観覧場、映画館、演芸場 

集会場、公会堂 

展示場 

卸売市場 

百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 

ホテル、旅館 

賃貸住宅（ 共同住宅に限る｡）、寄宿舎、下宿 

事務所 

老人ホーム、老人短期入所施設、身体障害者福祉ホームその他これらに類す

るもの 
階数２以上かつ１,０００㎡以上 

老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに

類するもの 

幼稚園、保育所 階数２以上かつ５００㎡以上 

博物館、美術館、図書館 

階数３以上かつ１,０００㎡以上 

遊技場 

公衆浴場 

飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホールその他これらに

類するもの 

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス業を営む店舗 

工場（危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物を除く。） 

車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗

降又は待合の用に供するもの 

自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設 

郵便局、保健所、税務署その他これに類する公益上必要な建築物 

２号 危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物 
政令で定める数量以上の危険物を

貯蔵、処理する全ての建築物 

３号 
その敷地が都道府県耐震促進計画に記載された道路又は市町村耐震改修促進

計画の記載された道路に接する通行障害建築物 
全ての建築物 
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第３節 想定される地震の規模、被害の状況等 

１ 想定地震 

（１）主要な断層による地震 

山口県に被害をもたらす最も切迫性の高い地震として、今後３０年以内に５０

～７０％の確率で発生するとされている「東南海・南海地震」、同じく４０％の

確率で発生するとされている「安芸灘～伊予灘の地震」のほか、活動間隔が数千

年から数万年と非常に長いとされているものの、今後、いつどこで起きるかわか

らないことから、県内で確認されている主な活断層（大竹断層、菊川断層、大原

湖断層系）と大きな被害を及ぼす可能性のある中央構造線断層帯について被害想

定を行った。

①東南海・南海地震

②安芸灘～伊予灘の地震

③大竹断層（小方―小瀬断層）

④菊川断層

⑤大原湖断層系（山口盆地北西縁断層）

⑥大原湖断層系（宇部東部断層＋下郷断層）

⑦中央構造線断層帯（石鎚山脈北縁西部～伊予灘）

 （２）その他の断層による地震

上記の地震による影響が小さい地域においても、防災対策上の備えを行う必要

があることから、文献等に記載された活断層等から、本市で地震動の影響のある

断層を抽出し、その他の断層として被害想定を行った。

⑧渋木断層          ⑬防府沖海底断層

⑨厚狭東方断層        ⑭佐波川断層

⑩萩北断層          ⑮大河内断層

⑪才ヶ峠断層         ⑯日積断層

⑫徳佐―地福断層       
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＜想定地震位置図＞

２ 発災季節と発災時刻

地震の発生する季節と時刻によって被害は大きく異なり、その様相は市民の生活

行動を顕著に反映する。そこで、それぞれの季節と時刻において被害が甚大となる

次の３ケースを想定した。

また、火災による建物被害や人的被害等は風速により異なるため、兵庫県南部地

震発生時と同じ条件の風速３m/s、関東地震発生時と同じ条件の風速１５m/s の２ケ

ースについて被害想定を行った。

ケース
発災季節・時刻

[風速] 特    徴 対象人口

①
冬の早朝 5 時
風速 3m/s 
風速 15m/s 

阪神・淡路大震災と同じ時間帯で、多くの人が自宅
で就寝中。建物倒壊、屋内収容物転倒等自宅での被災
による人的被害が最大となるケース。

夜間人口

②
冬の昼 12 時
風速 3m/s 
風速 15m/s 

家事や暖房で最も火気の頻度が高く、火災発生率が
高くなる季節・時間帯であり、火災による人的被害、
物的被害が最大となるケース。
外出者が多く、市街地に買い物客や観光客が集まっ

ている時間帯。帰宅困難者が最大となるケース。

昼間人口

③
冬の夕方 18 時
風速 3m/s 
風速 15m/s 

屋外人口も多く、ブロック塀等の倒壊による人的被
害が最大となるケース。

(0.6×昼間人口) 
+(0.4×夜間人口) 
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３ 被害想定結果 

想定地震（主要な断層による地震）による本市の被害の概要は以下のとおりであ

る。

被害量 地震動 建物被害 人的被害 

想定地震 
地震 

規模 

最大

震度

震度6弱以

上のｴﾘｱ面

積(市全面

積の割合)

全壊の主

な原因

(割合) 

全壊 

棟数 

半壊 

棟数 

死者数が最

大となる発

災季節・時間

左記ｹｰｽ

の死者の

主な原因

(割合) 

左記の

ｹｰｽの

死者数

左記の

ｹｰｽの

負傷者

東南海・南海地震 Ｍ8.5 5強 0％
液状化 

75％ 
56棟 170棟 冬の早朝5時

建物倒壊

(100％) 
1人 9人

安芸灘～伊予灘の

地震 
Ｍ7.25 5強 0％

液状化 

82％ 
28棟 98棟 冬の早朝5時

建物倒壊

(100％) 
1人 12人

大竹断層(小方―

小瀬断層) 
Ｍ7.2 6強 80.1％

揺れ 

48％ 
521棟 2,559棟 冬の早朝5時

建物倒壊

(76％) 
21人 285人

菊川断層 Ｍ7.0 4以下 0％ ― 0棟 0棟 冬の早朝5時 ― 0人 0人

大原湖断層系(山

口盆地北西縁断

層) 

Ｍ6.6 4以下 0％ ― 0棟 0棟 冬の昼12時 ― 0人 0人

大原湖断層系(宇

部東部断層＋下郷

断層) 

Ｍ7.0 5弱 0％
揺れ 

85％ 
0棟 0棟 冬の早朝5時 ― 0人 3人

中央構造線断層帯

(石鎚山脈北縁西

部～伊予灘) 

Ｍ8.0 6弱 3.3％
液状化 

87％ 
85棟 626棟 冬の早朝5時

建物倒壊

(50％)､ 

土砂災害

(50％) 

2人 54人

渋木断層 Ｍ6.8 4以下 0％ ― 0棟 0棟 冬の早朝5時 ― 0人 0人

厚狭東方断層 Ｍ6.5 4以下 0％ ― 0棟 0棟 冬の早朝5時 ― 0人 0人

萩北断層 Ｍ6.8 4以下 0％ ― 0棟 0棟 冬の早朝5時 ― 0人 0人

才ヶ峠断層 Ｍ6.9 5弱 0％ ― 0棟 0棟 冬の早朝5時 ― 0人 0人

徳佐―地福断層 Ｍ7.2 5強 0％
液状化 

100％ 
1棟 3棟 冬の早朝5時 ― 1人 8人

防府沖海底断層 Ｍ7.6 6弱 16.2％
液状化 

79％ 
172棟 945棟 冬の早朝5時

建物倒壊

(66％) 
3人 79人

佐波川断層 Ｍ7.4 5強 0％
液状化 

85％ 
42棟 142棟 冬の早朝5時

建物倒壊

(100％) 
1人 13人

大河内断層 Ｍ6.8 6強 73.5％
揺れ 

74％ 
1,222棟 3,732棟 冬の早朝5時

建物倒壊

(91％) 
60人 537人

日積断層 Ｍ6.7 6弱 8.0％
液状化 

67％ 
55棟 406棟 冬の早朝5時

建物倒壊

(50％)、

土砂災害

(50％) 

2人 37人

※「光市地域防災計画」の被害想定から一部を抜粋
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４ 今後３０年以内に震度６弱以上の揺れに見舞われる確率 

「全国を概観した地震動予測地図報告書（平成１８年９月２５日改訂／地震調査

研究推進本部地震調査委員会）」によると、本市において今後３０年以内に震度６弱

以上の揺れに見舞われる確率は、光市役所付近では０．９％で、「やや高い」と評価

されているが、一部では１０％を超えると予想される地域もある。（図３） 

図３ 今後３０年以内に震度６弱以上の揺れに見舞われる確率の分布図 

（資料：（独）防災科学技術研究所） 

光市
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第１節 耐震化の現状 

１ 住宅 

平成１５年住宅・土地統計調査によると、光市内の住宅のうち居住世帯がある住

宅数は約１９，５２０戸となっている。 

このうち、耐震化の対象となる昭和５６年５月以前の耐震基準（以下「旧耐震基

準」という。）で建設された住宅は、約９，９５０戸（５１％）で全国平均（３９％）

と比べてもその割合は高く、特に耐震化の対象となる住宅のうち、木造一戸建て住

宅は約７，４６０戸（７５％）と推計され、その大半を占める。（表５）

全国及び山口県の耐震化状況の率をもとに居住世帯がある住宅数に占める耐震

性のある住宅の割合を示す耐震化率を推計すると、約６４％（約１２，５９０戸）

で山口県平均（約６６％）とほぼ同程度であるが、全国平均（約７５％）を下回る

水準となっている。（表６）

表５ 居住世帯がある住宅数

 昭和５６年以降 
昭和５５年以前 

（旧耐震基準） 
合計 

居住世帯がある 

住宅数 

９，５７０ 戸 

（４９％） 

９，９５０ 戸 

（５１％） 
１９，５２０ 戸 

（１００％） 
うち木造一戸建て住宅 

７，４６０ 戸 

（７５％） 

全国平均 
２，８５０万戸 

（６１％） 

１，８５０万戸 

（３９％） 

４，７００万戸 

（１００％） 

山口県平均 
２９１千戸 

（５１％） 

２７９千戸 

（４９％） 

５７０千戸 

（１００％） 

注）旧大和町地区は統計調査データがないため、県による推計値を加算している。 

（資料：Ｈ１５年住宅・土地統計調査による） 

第２章 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 
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表６ 居住世帯がある住宅の耐震性の推計【計画策定時】 

 戸数 うち耐震性有 耐震化率 

光市 １９，５２０ 戸 １２，５９０ 戸 64％ 

木造一戸建て住宅 １２，９７０ 戸 ６，６１０ 戸 5１％ 

共同住宅等 ６，５５０ 戸 ５，９８０ 戸 91％ 

全国 ４，７００万戸 ３，５５０万戸 ７５％ 

山口県 ５７０千戸 ３７６千戸 ６６％ 

注）旧大和町地区は統計調査データがないため、県による推計値を加算している。 

（資料：Ｈ１５年住宅・土地統計調査による） 

２ 多数の者が利用する建築物等 

多数の者が利用する建築物等は、市内に２２６棟あり、そのうち耐震性があると

される建築物は１１１棟で、耐震化率は約４９％と全国平均（約７５％）を下回っ

ている。 

昭和５６年５月以前に建築された多数の者が利用する建築物等は１３２棟（約５

８％）であるが、そのうち、耐震性があるとされる建築物は１７棟（約１３％）で

ある。 

これは、法の規定が努力義務規定で強制力がないことや耐震改修等には相当の費

用を要することなどの理由から、耐震化が進んでいないと想定される。 

また、耐震診断を行った建築物は全体で４７棟（約３６％）であるが、民間の建

築物では８棟（約１０％）にとどまっており、耐震診断が進んでいないために耐震

性が確認されていない建築物が多く存在している。（表７、表８、表９）

多数の者が利用する建築物等のうち、平成２５年５月の改正により耐震診断が義

務付けられた耐震改修促進法附則第３条第１項各号に規定される要緊急安全確認大

規模建築物は、市内に数棟存在している。 
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表７ 多数の者が利用する建築物等の耐震化の状況（用途別）【計画策定時】 

用途 棟数 
耐震性有 

耐震化率 
昭和56年5月以前 昭和56年6月以降 

学校 ４１ ０ １２ ２９% 

体育館 ９ 0 ５ ５６% 

病院 １０ 0 ７ ７０% 

劇場、集会所等 １ 0 ０ ０% 

百貨店、マーケット等 １ 0 １ １００% 

ホテル、旅館 ３ 0 ３ １００% 

賃貸住宅、社宅、寮 ７７ 1６ ２０ ４７% 

事務所 １０ ０ ２ ２０% 

老人ホーム等 ５ 0 ４ ８０% 

幼稚園、保育所 ９ ０ ２ ２２% 

工場 ３１ 1 ２０ ６８% 

庁舎 ４ ０ ２ ５０% 

危険物貯蔵所 ２５ ０ １６ ６４% 

合計 ２２６ 1７ ９４ ４９% 

（平成１８年度 山口県調査より） 

耐震化率：耐震性がある多数の者が利用する建築物等数／全ての多数の者が利用する建築物等数 

耐震性有：昭和５６年６月以降の建築物並びに昭和５６年５月以前の建築物で耐震性が確認されたもの及び耐震改

修済みの建築物数（棟単位） 

耐震性無：昭和５６年５月以前の建築物で耐震診断未診断及び耐震性がないと確認された建築物 
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表８ 多数の者が利用する建築物等の耐震化の状況（所有者別）【計画策定時】 

所有者 棟数 耐震性有 耐震化率 

国 － － － 

県 ２３ １９ ８3% 

市 ６５ ３３ ５１% 

民間 １３８ ５９ ４３% 

計 ２２６ １１１ ４９% 

（平成１８年度 山口県調査より） 

表９ 昭和５６年５月以前に建築された多数の者が利用する建築物等数（所有者別）【計画策定時】 

所有者 棟数 耐震診断済 

耐震性有 

診断の結果耐震性有 耐震改修済 計 

国  

県 ８ ８ ４ ０ ４ 

市 ４０ ３１ ８ 0 ８ 

民間 ８４ ８ ４ １ ５ 

計 １３２ ４７ １６ 1 1７ 

（平成１８年度 山口県調査より） 

３ 緊急輸送道路沿道建築物

耐震改修促進法第５条第３項第３号に基づく道路として指定（平成２７年７月指

定）された道路沿いに面する、昭和５６年５月以前に建築された道路を閉塞するお

それのある建築物は、数棟存在している。 



                     第２章 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標

- 13 - 

第２節 耐震改修等の目標の設定 

国の基本方針では、平成２７年度までに、住宅及び多数の者が利用する建築物等

の耐震化率を、平成１５年度時点の約７５％から少なくとも９０％とすることを目

標としている。 

本市の耐震化は、平成１５年度時点で住宅が約６４％、多数の者が利用する建築

物等が約４９％と全国平均の約７５％に比べ低い状況にあるが、本計画では施策効

果等を考慮し、県計画と同じく、住宅は約９０％、多数の者が利用する建築物等は

約８０％とすることを目標とする。

なお、耐震化の目標数値については、定期的に検証することとし、民間建築物に

ついては概ね３年ごと（除却届けや定期報告等を活用）に、県、市有建築物につい

ては、国の調査注）に併せて毎年、住宅については「住宅・土地統計調査」に併せて

５年毎に実態の把握をすることとする。 

住宅の耐震化率については、平成２０年度時点で約６７％となっており、計画策

定時の平成１５年度時点の約６４％から約３％伸びている状況である。 

多数の者が利用する建築物の耐震化率については、平成２１年度末時点で約５

２％となっており、計画策定時の平成１８年度末時点の約４９％から約３％伸びて

いる状況である。 

注）建築物の耐震診断、改修の状況調査（国土交通省） 
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１ 住宅 

住宅の耐震化率については、過去における年代別住宅数の推移や耐震改修の実

績・施策効果等を踏まえ、平成１５年度時点の耐震化率約６４％を平成２７年度ま

でに約９０％とすることを目標とする。（表１0） 

表１０ 住宅の目標 

 計画策定時※1  目標（平成２７年度）※2 

住宅       総数 約１９，５２０戸 約２０，１１０戸 

 うち耐震性有 約１２，５９０戸 

（約６４％） 

約１８，１００戸 

（約９０％） 

うち耐震性無 約６，９３０戸 

（約３６％） 

約２，０１０戸 

（約１０％） 

※1 計画策定時の数値は、平成１５年住宅・土地統計調査による。 

※2 平成２７年度の推計は、過去のトレンド等（滅失、建替）から推計によるものに今後の施策効果

等を加えたもの（県計画の推計値を使用） 

２ 多数の者が利用する建築物等 

多数の者が利用する建築物等のうち、公共団体（国、県及び市）が所有する建築

物は、各所有者が耐震化の目標を、国は基本方針で約９０％、県は県計画で１００％

としており、市は約８０％とすることとしている。 

また、民間建築物については、平成２７年度における耐震化率は約５９％になる

と推計されるが、これらの建築物の耐震診断及び耐震改修の啓発、支援を行うこと

で、約１８ポイント増の約７７％を目標とする。（表１1）

これにより、多数の者が利用する建築物等全体の耐震化率を平成２７年度までに

約８０％とすることを目標とする。（表１２） 
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表１１ 多数の者が利用する建築物等の目標（所有者別） 

所有者 計画策定時※１ 
 平成２７年度目標 

（耐震化率） 

国 ０棟 
約９０％ 

 うち耐震性有 ０棟 

県 ２３棟 
１００％ 

 うち耐震性有 １９棟（約８３％） 

市 ６５棟 
約８０％ 

 うち耐震性有 ３３棟（約５１％） 

民間 １３８棟 
約７７％ 

 うち耐震性有 ５９棟（約４３％） 

合計 ２２６棟 
約８０％ 

うち耐震性有 １１１棟（約４９％） 

表１２ 多数の者が利用する建築物等の目標 

 計画策定時※1  目標（平成２７年度）※2 

多数の者が利用する建築物等総数 ２２６棟 約２５０棟 

 うち耐震性有 １１１棟 

（約４９％） 

約２００棟 

（約８０％） 

うち耐震性無 １１５棟 

（約５１％） 

約５０棟 

（約２０％） 

※1 計画策定時の数値は、平成１８年度山口県調査による。 

※2 平成２７年度の推計は、過去のトレンド等（滅失、建替）から推計によるものに今後の施策効果

等を加えたもの（県計画の推計値を使用） 

３ 緊急輸送道路沿道建築物 

耐震改修促進法第５条第３項第３号に基づく緊急輸送道路の指定に伴い、この沿

道の道路を閉塞するおそれのある建築物については、新たに耐震改修促進法による

耐震診断及び耐震改修の努力義務、所管行政庁により指導及び助言が可能であった

が、平成２５年５月の法改正により、新たに、所管行政庁による指示・公表も可能

となった。 

  これらの建築物は、耐震診断により耐震性の確認を行い、耐震改修等により耐震

化を図ることを目標とする。 
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４ 公共的な建築物の耐震化の目標 

庁舎、学校、病院等は、地震などの災害が発生した場合には、防災拠点、避難場

所として防災上重要な施設である。 

また、幼稚園、保育所、老人ホーム、社会福祉施設、障害者施設等は、災害時に

利用者自らが避難することが容易ではない用途の建築物である。 

これらの公共的な用途の建築物で、かつ多数の者が利用する建築物等に該当する

建築物は、他の多数の者が利用する建築物等に比べ、より耐震化を促進する必要が

ある。 

このため、これらの公共的な建築物については、国の基本方針に定める目標値（約

９０％）以上とし、各用途別に目標を定める。（表１3） 

表１3 各用途別目標 

公共的な建築物で、かつ、多数の者が利用す

る建築物等 

計画策定時 

の耐震化率 

平成２７年度 

目標（耐震化率） 

学校（小学校、中学校） 約２３％ ９０% 

高等学校 約５０％ ９５% 

病院 約７０％ ９０% 

庁舎、公益上必要な施設 約５０％ ９０% 

幼稚園、保育園 約２２％ ９０% 

老人ホーム、社会福祉施設、障害者施設 約８０％ ９０% 

※学校（小学校、中学校）のうち市立学校（小学校、中学校）については、「光市公立学校施設耐

震化推進計画」に基づき計画的に耐震化を推進することとする。 
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第１節 耐震診断及び耐震改修に係る基本的な取組方針 

市、建築物の所有者等、建築関係技術者、住宅・建築関係団体、自主防災組織・自

治会等は、以下に示す役割のもと、連携を図りながら、耐震診断及び耐震改修を進め

る。 

１ 役割分担 

（１）市の役割 

市民が所有する建築物の耐震化の促進に向けて、その必要性に関する普及啓発

や相談体制の充実、さらには耐震性の向上に関わる制度の整備など、市民の最も

身近な立場として、市民が耐震化に取り組みやすい環境づくりを進める。 

（２）建築物の所有者等 

建築物の耐震化は所有者等自らの問題として取り組むことが不可欠であり、所

有者等は以下のことを実施する。 

≪建築物の耐震化の促進等≫ 

・自らが所有又は管理する建築物の耐震性を確認するための耐震診断の実施 

・耐震診断の結果を踏まえた建替又は耐震改修の実施 

（３）建築関係技術者 

県及び市が実施する耐震改修等を促進するための施策への協力や、専門的知識

を有する建築関係技術者として、所有者への適切なアドバイス等、以下のことを

実施する。 

≪所有者等に対する普及啓発及び情報提供≫ 

・所有者等に対する耐震性向上に関する適切な助言 

≪耐震改修等の実施≫ 

・耐震改修等の業務の適切な実施 

≪技術の向上、研鑽≫ 

・耐震診断、耐震改修等の講習会等の受講及び受講者名簿への登録 

・耐震診断、耐震改修等に関する技術の向上及び研鑽 

第３章 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策 
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（４）住宅・建築関係団体 

住宅・建築関係団体は県及び市が実施する建築物の耐震化を促進するための施

策への協力、中立的な立場から建築物の所有者等への適切なアドバイス等、所有

者、技術者、行政等と連携し、以下のことを実施する。 

≪所有者等に対する普及啓発、情報提供≫ 

・耐震改修等相談窓口の設置・運営 

・耐震講習会等の実施 

≪技術者の養成≫ 

・耐震診断、耐震改修等に関する技術者研修の実施等 

≪耐震診断業務の促進≫ 

・耐震診断を行う者に対する情報提供 

・耐震診断アドバイザー派遣等 

≪県、市との連携≫ 

・耐震診断及び耐震改修の促進のための県、市への協力 

（５）自主防災組織・自治会等 

建築物の耐震化の促進について、自主防災組織・自治会等は地域自らの問題と

して、以下のことを実施する。 

≪普及啓発、情報提供≫ 

・建築物の耐震性向上のための自治活動等、家具の転倒対策、ブロック塀の転

倒対策等の実施 

２ 事業の実施方針 

住宅及び建築物の耐震化の促進のためには、まず、住宅・建築物の所有者等が自

らの問題として取り組むことが不可欠である。市は、こうした所有者等の取組みを

支援するという観点から、県と連携し所有者等が耐震診断及び耐震改修を行いやす

い環境の整備や負担軽減のための制度等により、住宅・建築物の耐震化を進めるも

のとする。 

３ 住宅耐震化緊急促進アクションプログラム 

  住宅の耐震化を緊急的に促進するための具体的な行動計画をアクションプログラ

ムとして別に定める。 
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第２節 耐震診断及び耐震改修の促進を図るための支援策の概要 

平成２７年度までに耐震化率を目標数値までに引き上げるためには、昭和５６年５

月以前に建築された耐震性が不十分な建築物の耐震改修や建替を促進させる必要があ

る。 

昭和５６年５月以前の建築物の中には、耐震性を有する建築物もあると想定される

ものの、耐震診断を行っていないためにその実態が不明である。耐震性の判断がされ

ないことで、現行基準を満足していない建築物の建替又は耐震改修が促進していない

と推測される。 

また、平成１８年度に山口県が実施したアンケート調査結果等では、建物所有者自

らの資金で耐震化を行うことは限界があり、耐震診断及び耐震改修を行うための助成

制度の創設が求められている。 

このため、耐震診断及び耐震改修をより一層促進するために、市は県と協力して、

国の補助事業等を活用した助成制度により住宅及び建築物の耐震化の促進を図る。 

１ 現在実施している支援策 

（１）住宅に係る支援策 

大地震による被害が大きいとされる昭和５６年５月以前の木造住宅を対象に、国

及び県の協力のもと耐震診断及び耐震改修の補助事業を実施している。（表１４） 

表１４ 補助制度の概要（住宅）

区分 事業概要 対象建築物 

木
造
住
宅

耐
震
診
断

木造住宅の耐震診断

員派遣 
昭和56年5月31日以前に着工された 

一戸建ての木造住宅 

耐
震
改
修

木造住宅の耐震改修

費の助成 

昭和56年5月31日以前に着工され、現

行の耐震基準を満たさない一戸建ての

木造住宅 
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（２）多数の者が利用する建築物に係る支援策 

昭和５６年５月以前に着工された民間の所有する学校、病院、幼稚園、保育所、

社会福祉施設等の公共的な建築物を対象に、国及び県の協力のもと耐震診断の補助

事業を実施している。（表１５）

表１５ 補助制度の概要（多数の者が利用する建築物） 

区分 事業概要 対象建築物 

建
築
物

耐
震
診
断

建築物の耐震診断

費の助成 

昭和56年5月31日以前に着工された民

間が所有する学校、病院、幼稚園、保育所、

社会福祉施設等の公共的な建築物 

（３）緊急輸送道路沿道建築物に係る支援策 

国及び県の協力のもと、緊急輸送道路沿道建築物の耐震診断及び耐震改修につい

て、補助事業を実施している。（表１６） 

表１６ 補助制度の概要（緊急輸送道路沿道建築物） 

区分 事業概要 対象建築物 

緊
急
輸
送
道
路
沿
道
建
築
物

耐
震
診
断

建築物の耐震診断費

の助成 

昭和56年5月31日以前に着工された民間

の所有する地震時の倒壊により道路を閉

塞するおそれのある建築物 

耐
震
改
修

建築物の耐震改修費

の助成 

昭和56年5月31日以前に着工された民間

の所有する地震時の倒壊により道路を閉

塞するおそれのある建築物 
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２ その他の支援策 

（１）私立学校耐震化促進事業 

私立学校（幼稚園・中・高）が行う耐震診断、私立学校（中・高）が行う耐震

改修及び改築工事に要する事業者負担額の一部を山口県が助成する。 

（２）私立学校耐震化促進利子補給事業 

私立学校（幼稚園・中・高）が行う耐震化工事を実施する際の借入金に係る利

子償還金に対して、原則無利子となるように山口県が助成する。 

（３）所得税額の特別控除の実施 

自ら居住の用に供する昭和５６年５月３１日以前に着工された住宅（現行基準

に適合しないものに限る。）について、令和３年１２月３１日までの間に一定の

耐震改修が行われた場合、その年分の所得税額から耐震改修に要した費用の１

０％に相当する額（２５万円を上限）の控除が受けられる。 

（４）固定資産税額の減額措置の実施 

昭和５７年１月１日以前から所在する住宅について、令和４年３月３１日まで

の間に一定の耐震改修が行われた場合、当該住宅に係る固定資産税額（１戸当り

１２０㎡相当分までに限る。）の減額が受けられる。 

.
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第３節 安心して耐震改修を行うことができるようにするための環境整備 

１ 市民への情報提供 

（１）パンフレットの活用 

国、県及び関係団体が作成した地震被害の状況や耐震診断問診票、安心できる

住まい方の提案等を掲載したリーフレット、リフォームにあわせた住宅の耐震改

修の方法を紹介する事例集など、相談窓口に設置するとともに、ホームページ等

で紹介する。 

（２）優良技術者及び事業者の情報提供 

県及び関係団体が行う耐震診断等の講習会を受講した技術者について、その受

講修了者を登載した「山口県木造住宅耐震診断・耐震改修技術者名簿」を、相談

窓口に設置し、閲覧等により優良な技術者の情報提供を行う。 

また、やまぐち住宅リフォーム事業者登録制度に登録された事業者の名簿を、

相談窓口に設置し、閲覧等により事業者の情報提供を行う。 

２ 相談窓口の設置 

相談窓口において耐震改修等の相談を受けられる体制を充実させる。また、相談

を受ける職員のレベルアップを図るための各種講習会の参加に努める。 

第４節 地震時の建築物の総合的な安全対策に関する事業の概要 

近年各地で発生した地震による被害状況から、ブロック塀等の倒壊防止対策、外壁

タイルや窓ガラス、天井等の落下防止対策の必要性が改めて指摘されている。また、

地震を原因とするエレベーターの閉じ込め事故等についてもその危険性が指摘されて

いる。

これらの観点から、地震時の被害を縮小し、迅速な復旧作業を行うためには、耐震

診断及び耐震改修だけでなく、建築物の総合的な安全対策の促進のため、以下の施策

を行っていく必要がある。
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１ ブロック塀の倒壊対策 

ブロック塀は、住宅密集地等に設置される事例が多く、地震時に倒壊した場合、

人的被害が発生する可能性があることから、その対策を講ずる必要がある。

このため、避難路、スクールゾーン等、特に安全性の確保を図る必要性のある地

域を中心に、自治会等の組織を通じ、ブロック塀の安全対策についての周知や、自

主防災組織・自治会等による危険マップの作成に対し、市が協力を行うなど危害防

止対策を講じる。

また、ブロック塀の代わりに生け垣等を設置するなど、地震時に倒壊しないよう

な工法への転換をＰＲする。

２ 落下防止対策 

建築物の所有者又は管理者に対し、外壁タイル、窓ガラス、屋外広告物、大規模

空間を持つ天井等の落下防止対策について周知し、現行の基準に合致していない建

築物の所有者や管理者に対して、県と連携して改修・改善等の指導を行う。

３ 地震時におけるエレベーターの閉じ込め防止対策 

平成１７年７月に発生した千葉県北西部地震を対象とした地震によるエレベー

ターに関する被害調査では、平成１０年以降の「昇降機耐震設計・施工指針」注）（以

下「新指針」という。）によるエレベーターでの故障等は発生していなかったこと

が報告されている。 

このため、新指針に適合しない既存エレベーターの所有者等に対して、県と連携

して、新指針と同等の耐震化を図る改修・改善等を行うよう啓発する。

注）昇降機耐震設計・施工指針 

建設省（現国土交通省）から委託を受けた（財）日本建築センターに設置された「昇降機

耐震設計・施工指針検討委員会」が昇降機の耐震設計・施工についての一般的な指針を定

めたもの。 
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４ 地震発生時に通行を確保すべき道路に関する事項 

耐震改修促進法第５条第３項第３号に基づき定める道路は、地震による建築物の

倒壊によって緊急車両や住民の避難の妨げになる道路を都道府県耐震改修促進計画

で定めることとなっている。 

県計画では、「山口県緊急輸送道路ネットワーク計画」（平成２５年５月改正）

における第一次緊急輸送道路を、耐震改修促進法第５条第３項第３号に定める道路

として平成２７年７月に指定している。 

市においても、県計画で定められた道路を本計画に位置づけるものとする。 

第５節 重点的に耐震化に着手すべき建築物等の設定 

１ 重点的に耐震化に着手すべき建築物等の設定 

（１）旧耐震基準で建築された一戸建ての木造住宅 

（２）多数の者が利用する建築物等（公共的な建築物） 

（３）緊急輸送道路沿道建築物 

（４）市有施設 

光市地域防災計画に位置づけられた防災上重要な建築物 

◇災害対策活動施設  ◇医療救護活動施設 

◇避難収容施設    ◇社会福祉施設等 

◇物資集積施設等   ◇不特定多数利用施設

２ 重点的に耐震化すべき区域 

耐震改修促進法第５条第３項第３号に基づき県が定める道路の沿道 
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１ 地震防災関連情報の提供 

建築物の所有者等の意識啓発を図るため、市街地の状況や地形・地盤の状況を踏

まえた「光市揺れやすさマップ」を活用し、市民にわかりやすい地震防災に関する

情報の提供に努める。 

２ 相談体制の整備及び情報提供の充実 

住宅・建築物の耐震化について市民の相談に適切に対応できるよう相談体制の整

備を行い、耐震診断・耐震改修をはじめ、助成制度、税制等について、相談や情報

提供などを行う。 

３ 啓発用リーフレットや耐震改修事例集の活用 

地震による被害の重大性や耐震診断を行うための問診表、安心できる住まい方の

提案等を掲載したリーフレットや、効率的な耐震改修の提案として、リフォームに

あわせた住宅耐震改修法を紹介する事例集を、相談窓口に設置するとともにホーム

ページ等で紹介する。また、各種セミナー等においても活用する。 

４ リフォームにあわせた耐震改修の誘導 

耐震改修は住宅のリフォームの際にあわせて行うことで、手間や費用面でメリッ

トがあり、住まいを快適にするだけでなく、丈夫で安全な住まいとすることができ

る。ホームページ等を活用して、リフォームとあわせて耐震改修ができるよう、リ

フォーム及び耐震改修を一体的に行った場合のメリットや、その手法に関する情報

提供を行う。 

また、リフォームにあわせた耐震改修の誘導については、リフォーム事業者等か

ら所有者へリフォームにあわせた耐震改修の提案を行うことで、大きな効果が期待

できるため、市はリフォーム事業者等と連携し協力を求める。 

第４章 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普

及に関する事項 
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５ 自主防災組織・自治会等との連携 

地震対策の基本は、「自らの命は自ら守る」であるとともに、「自らの地域はみ

なで守る」ことであるので、自主防災組織・自治会等単位で地震についての対策を

講ずることが重要である。 

また、地域における住民間の連携や、日ごろからの地震に対する意識などの備え

のためには、市が地域の自治会等と連携しての対策が必要である。 

自治会等との連携活動としては、地震時の危険箇所の点検等を通じて、地震によ

る防災対策の啓発及び普及を行い、また、地域全体での耐震化の促進や危険なブロ

ック塀の改修及び撤去並びに家具の転倒防止等の取り組みを行う。 

市は、これらの活動への技術者の派遣等必要に応じて県に支援を求める。 
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１ 地震保険の加入促進 

山口県では、地震保険の世帯加入率は、２０．５％と全国平均よりも６．６ポイ

ント下回り、全国順位３２位（損害保険協会調査（２０１２年））となっている。

地震が発生した場合には、倒壊した家屋を持つ被災者は多くの負債を抱えることに

なる場合が多く、自らの財産を保護するためには、地震保険への加入も有効な手段

と考えられることから、広報などにより地震保険への加入の促進に努めることとす

る。 

２ 被災建築物応急危険度判定等の実施 

地震により建築物及び宅地等が被害を受け、被災建築物等の危険度判定が必要な

場合は、市は県との連携により判定実施本部等を設置し、必要な措置を講ずる。 

また、災害救助法に規定する応急仮設住宅の建設が必要な場合には、迅速に仮設

住宅の建設を行うとともに、市営住宅等の公的賃貸住宅の空家住居の提供等を行う

こととする。 

さらに、被災した住宅・建築物についての相談業務等、地震被災時においても、

適切な対応を行う。 

附則 

この計画は、計画満了後も新たな計画を定めるまでの間は、なおその効力を有する。 

第５章 その他建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する 

必要な事項


